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提出会社の経営指標等 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第2四半期 
累計期間

第12期
第2四半期 
会計期間

第11期

会計期間

自 平成20年
  ４月１日 
至 平成20年 
  ９月30日

自 平成20年
  ７月１日 
至 平成20年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成20年 
  ３月31日

売上高 (千円) 27,834,404 14,018,728 53,634,908

経常利益 (千円) 9,377,936 4,122,077 20,462,815

四半期(当期)純利益 (千円) 5,424,493 2,343,691 11,499,848

持分法を適用した 
場合の投資損失(△)

(千円) － － △ 244,030

資本金 (千円) － 8,739,620 8,739,620

発行済株式総数 (株) － 36,800,000 36,800,000

純資産額 (千円) － 46,014,520 42,273,790

総資産額 (千円) － 80,679,250 72,319,869

１株当たり純資産額 (円) － 1,250.43 1,148.77

１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 147.41 63.69 312.50

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) 40 40 80

自己資本比率 (％) － 57.0 58.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 14,154,702 － 15,004,717

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △ 12,869,741 － △ 16,313,454

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △ 2,053,488 － △ 2,436,323

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) － 355,753 1,132,182

従業員数 (名) － 561 519



  
(注)  1  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間等に係る主要な経営指標等の

  推移については、記載しておりません。 

3  当社は、平成20年１月１日付で当社が５０％出資する㈱エスティ不動産を吸収合併いたしましたため、当第

   ２四半期会計期間及び当第２四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項はあ

   りません。 

4  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないめ、記載

   しておりません。  

5  従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。 

6  第１１期の１株当たり配当額８０円は、商号変更に伴う記念配当１０円を含んでおります。  

当第２四半期会計期間において、当社の事業内容に重要な変更はありません。 

  

  

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

     (平成20年９月30日現在) 

 
(注) 1  従業員数は当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。  

     2  従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間平均雇用人員であります。  

     3  臨時従業員には、パートタイマー、期間及び嘱託契約を含み、派遣社員を除いております。  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 提出会社の状況

従業員数 (名) 561

(外、平均臨時雇用者数） (名) (71)



当第２四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

区分

当第２四半期会計期間

生産高(千円)

チタン事業 9,894,710

その他事業 4,234,147

合計 14,128,857

(2) 受注実績

区分

当第２四半期会計期間

受注高(千円) 受注残高(千円)

チタン事業 7,181,066 11,090,681

その他事業 4,363,875 4,172,276

合計 11,544,941 15,262,957



  

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
  

(注) １  輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

 
  

 
  

      ３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

 ４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

(3) 販売実績

区分

当第２四半期会計期間

販売高(千円)

チタン事業 9,980,157

その他事業 4,038,571

合計 14,018,728

区分

当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

チタン事業 3,778,604 27.0

その他事業 495,962 3.5

合計 4,274,566 30.5

    ２  主要な輸出先別の割合（％）

輸出先 当第２四半期会計期間

北米 73.7

欧州 17.7

その他 8.6

合計 100.0

相手先

当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

住友商事㈱ 6,211,074 44.3

㈱ＳＵＭＣＯ 2,742,168 19.6

神鋼商事㈱ 2,565,816 18.3



  

該当事項はありません。 

  

  

(1) 経営成績の分析 

   当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発する世界 

 的な金融市場の混乱や原油を始めとする原材料価格の高騰等により、個人消費の冷え込みや企業 

 業績の悪化など景気の減速感が一段と強まっております。  

  

  当社事業につきましては、チタン事業では、足元の展伸材向け需要は国内向けを主体に堅調に 

 推移し、また販売価格も前年契約比１割アップとなりましたが、大幅な円高と鉄鋼添加用スポン 

 ジチタンの市況軟化の影響により、チタン事業の売上高は、９，９８０百万円（前年同期比１． 

 ９％増）となりました。  

  一方、その他事業では、半導体用多結晶シリコンの売上高が、太陽電池用需要の拡大に伴う需 

 給逼迫の継続を背景とした販売価格の更なる改善が寄与し、増加いたしました。また、環境・エ 

 ネルギー関連他製品では、環境関連用途向け粉末チタンの売上が増加いたしました。この結果、 

 その他事業の売上高は、４，０３８百万円（前年同期比１５．４％増）となりました。  

  以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は１４，０１８百万円（前年同期比５．５％ 

 増）、利益につきましては、スポンジチタン生産能力増強投資の段階的な立上げに伴う償却負担 

 の増加に加え、円高影響や原料・エネルギーコストのアップ等により、営業利益４，２７２百万 

 円（前年同期比１６．５％減）、経常利益４，１２２百万円（前年同期比１８．３％減）、四半 

 期純利益２，３４３百万円（前年同期比１５．１％減）となりました。  

 

(2) 財政状態の分析  

  ① 資産  

     当第２四半期会計期間末の総資産の残高は、８０，６７９百万円と前事業年度末と比べ８， 

    ３５９百万円増加いたしました。これは主に、スポンジチタン生産能力増強投資を主体とした 

    有形固定資産の増加によるものであります。  

   ② 負債  

    当第２四半期会計期間末の負債の残高は、３４，６６４百万円と前事業年度末と比べ４，６ 

    １８百万円増加いたしました。これは主に、設備投資増加に伴う設備関係未払金の増加による 

    ものであります。  

  ③ 純資産  

      当第２四半期会計期間末の純資産の残高は、４６，０１４百万円と前事業年度末と比べ３， 

    ７４０百万円増加いたしました。これは主に、四半期純利益による増加と配当金支払による減 

    少を差し引きした結果、利益剰余金が増加したことによるものであります。  

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】



  
 

(3) キャッシュ・フローの状況  

   当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、３５５百万円と第１四半期会 

  計期間末と比べ１，４６４百万円減少いたしました。 この内営業活動によるキャッシュ・フロー 

 は、純利益と減価償却費を合わせたキャッシュ・フローの増加などで６，４０８百万円の収入、 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の支払を主体に７，８６６百万円の支出、財務 

 活動によるキャッシュ・フローは、４百万円の収入となりました。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

    当第２四半期会計期間おいて、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生 

 じた課題はありません。  

 

(5) 研究開発活動 

  当第２四半期会計期間の研究開発費の総額は、２７２百万円であります。 

  なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

  (注) 当年度は四半期報告制度の導入初年度であるため、「(1) 経営成績の分析」において用いた前 

       年同期比数値は、独立監査法人による四半期レビューを受けておりません。 



当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

事業所名 所在地 事業別 設備の 
内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力

総額 既支払額 着手 完了

百万円 百万円

岸和田 
製造所 
及び 
本社 

尼崎工場

大阪府 
岸和田市

及び 
兵庫県 
尼崎市

その他 
事業

多結晶シ
リコン新
工場建設 
他

45,000 －
自己資金
及び一部
借入

平成20年
8月

平成23年
4月

年間2,200トン
増加



  

 
  

  

 
  

       該当事項はありません。 

  

     該当事項はありません。 

  

  

 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 125,760,000

計 125,760,000

② 【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,800,000 36,800,000
東京証券取引所  
市場第一部

―

計 36,800,000 36,800,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成20年９月30日 ― 36,800,000 ― 8,739,620 ― 8,943,076



  

     平成20年９月30日現在 

 
(注) 上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   407千株 
     日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）     314千株 

  

  (6) 【議決権の状況】   

                                                                                  平成20年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。 

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(%)

住友金属工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－３３ 8,800 23.91

株式会社神戸製鋼所
兵庫県神戸市中央区脇浜町２丁目１０
－２６

8,800 23.91

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,211 3.29

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 553 1.51

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 532 1.45

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 364 0.99

ジェーピーエムシーエヌエイア
イティーエスロンドンクライア
ンツアカウントモルガンスタン
レイアンドカンパニーインター
ナショナル 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行）

25. CABOT SQUARE, LONDON E14 4QA, UNITED 
KINGDOM 
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

224 0.61

バンクオブニユーヨークジーシ
ーエムクライアントアカウント
ジエイピーアールデイアイエス
ジーエフイーーエイシー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH  COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 
  
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）

160 0.44

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 134 0.37

モルガン ホワイトフライヤー
ズ エキュイティ ディリヴェ
イティブ 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行）

902 MARKET STREET, WILMINGTON, DELAWARE 
DE 19801 USA 
  
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

95 0.26

計 ― 20,878 56.74

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式       1,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  36,789,900 367,899 ―

単元未満株式 普通株式       9,100 ― ―

発行済株式総数 36,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 367,899 ―



  

  

                                                                                  平成20年９月30日現在 

 
   

  

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

  

  

  

  

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式） 
株式会社大阪チタニウム
テクノロジ－ズ

兵庫県尼崎市東浜町１番地 1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 1,000 ― 1,000 0.00

２ 【株価の推移】

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成２０年 

４月
 

５月
  

６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 7,450 7,100 6,500 6,030 5,710 4,290

最低(円) 6,000 6,180 5,550 5,490 3,980 2,970

３ 【役員の状況】



当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第2四半期会計期間(平成20年7月1日から

平成20年9月30日まで)及び当第2四半期累計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)に係る四半期

財務諸表について、監査法人ト－マツにより四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 四半期連結財務諸表について



１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年9月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 355,753 1,132,182

受取手形及び売掛金 ※3 9,693,978 16,181,618

製品 3,835,909 3,093,889

原材料 631,605 828,023

仕掛品 2,543,776 1,899,154

貯蔵品 1,639,345 1,593,398

その他 1,027,385 983,128

貸倒引当金 △4,000 △4,000

流動資産合計 19,723,754 25,707,395

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 8,921,539 7,910,185

機械及び装置（純額） 27,090,364 14,952,989

土地 16,028,662 16,028,662

建設仮勘定 6,296,018 5,095,097

その他（純額） 816,020 767,591

有形固定資産合計 ※1 59,152,604 ※1 44,754,526

無形固定資産 193,604 148,139

投資その他の資産 1,609,286 1,709,808

固定資産合計 60,955,496 46,612,474

資産合計 80,679,250 72,319,869



  
  

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成20年9月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,546,327 5,159,209

短期借入金 5,900,000 6,300,000

未払法人税等 3,798,233 4,819,065

賞与引当金 444,593 426,766

役員賞与引当金 23,640 47,280

設備関係支払手形 1,574,487 1,878,982

設備関係未払金 14,079,046 8,073,932

その他 678,577 676,027

流動負債合計 32,044,904 27,381,264

固定負債

長期借入金 1,500,000 1,500,000

退職給付引当金 1,035,925 1,051,934

その他 83,900 112,880

固定負債合計 2,619,825 2,664,814

負債合計 34,664,730 30,046,079

純資産の部

株主資本

資本金 8,739,620 8,739,620

資本剰余金 8,943,076 8,943,076

利益剰余金 28,219,810 24,451,273

自己株式 △9,266 △8,676

株主資本合計 45,893,240 42,125,293

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 123,539 152,687

繰延ヘッジ損益 △2,258 △4,190

評価・換算差額等合計 121,280 148,497

純資産合計 46,014,520 42,273,790

負債純資産合計 80,679,250 72,319,869



(2) 【四半期損益計算書】
 【第２四半期累計期間】

（単位：千円） 

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年4月 1日 
至 平成20年9月30日) 

売上高 27,834,404 

売上原価 15,711,121 

売上総利益 12,123,283 

販売費及び一般管理費 ※1 2,686,969 

営業利益 9,436,313 

営業外収益 

受取利息及び配当金 4,201 

不用品売却益 96,894 

その他 17,688 

営業外収益合計 118,783 

営業外費用 

支払利息 52,824 

為替差損 75,142 

売上債権売却損 48,279 

その他 914 

営業外費用合計 177,160 

経常利益 9,377,936 

特別損失 

固定資産除却損 196,724 

地中障害物撤去損 43,000 

特別損失合計 239,724 

税引前四半期純利益 9,138,212 

法人税、住民税及び事業税 ※2 3,713,718 

法人税等調整額 － 

法人税等合計 3,713,718 

四半期純利益 5,424,493 



 【第２四半期会計期間】
（単位：千円） 

当第２四半期会計期間 
(自 平成20年7月 1日 
至 平成20年9月30日) 

売上高 14,018,728 

売上原価 8,351,603 

売上総利益 5,667,125 

販売費及び一般管理費 ※1 1,394,687 

営業利益 4,272,437 

営業外収益 

受取利息及び配当金 355 

為替差益 － 

不用品売却益 42,470 

その他 7,290 

営業外収益合計 50,116 

営業外費用 

支払利息 25,071 

為替差損 145,446 

売上債権売却損 29,818 

その他 139 

営業外費用合計 200,476 

経常利益 4,122,077 

特別損失 

固定資産除却損 130,896 

地中障害物撤去損 43,000 

特別損失合計 173,896 

税引前四半期純利益 3,948,181 

法人税、住民税及び事業税 ※2 1,604,489 

法人税等調整額 － 

法人税等合計 1,604,489 

四半期純利益 2,343,691 



(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円） 

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年4月1日 
至 平成20年9月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前四半期純利益 9,138,212 

減価償却費 4,090,951 

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,827 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △23,640 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16,009 

前払年金費用の増減額（△は増加） 45,667 

受取利息及び受取配当金 △4,201 

支払利息 52,824 

為替差損益（△は益） 7,901 

固定資産除却損 196,724 

地中障害物撤去損 43,000 

売上債権の増減額（△は増加） 6,487,639 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,236,170 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △61,237 

仕入債務の増減額（△は減少） 806,641 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 113,238 

未払消費税等の増減額（△は減少） △70,126 

その他 △19,194 

小計 19,570,048 

利息及び配当金の受取額 4,201 

利息の支払額 △50,329 

法人税等の支払額 △4,780,666 

固定資産の除却による支出 △206,633 

地中障害物撤去による支出 △447,307 

その他の収入 65,388 

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,154,702 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △12,789,767 

その他 △79,973 

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,869,741 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の返済による支出 △400,000 

自己株式の取得による支出 △589 

配当金の支払額 △1,652,898 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,053,488 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,901 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △776,428 

現金及び現金同等物の期首残高 1,132,182 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 355,753 



  

 
  

  

 
  

  

 
  

 
  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

   (棚卸資産の評価に関する会計基準の適用) 

     棚卸資産につきましては、従来、総平均法による低価法によっておりましたが、「棚卸資産の評価に関する会

   計基準」（企業会計基準第９号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、第１四半期会計期間より総平均法

   による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

   なお、これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

   (一般債権の貸倒見積高の算定方法)

前事業年度末に算定した貸倒実績率と著しい変動がないと認められるため、当第２四半期会計期間末におい

て、前事業年度の財務諸表作成で使用した貸倒実績率を用いて算定しております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

   (税金費用)

年間の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

 【追加情報】

当第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日  至 平成20年９月30日)

  （有形固定資産の耐用年数の変更） 

  平成20年度の法人税法の改正を契機として、第１四半期会計期間より機械装置の一部について耐用年数を従 

 来の10年から7年に見直しました。これによる損益に与える影響は軽微であります。



  

  

 
  

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日)

前事業年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却費累計額 

                                  30,649,658千円 

  ２ 偶発債務 

    従業員の住宅資金借入債務に係る連帯保証債務 

                   506,941千円 

※３ 売上債権の流動化 

     当社は、売上債権の流動化を行っております。当 

   第２四半期会計期間末の金額は以下のとおりであり 

   ます。 

     売上債権譲渡金額       8,697,988千円

※１ 有形固定資産の減価償却費累計額 

                 26,687,935千円 

 ２ 偶発債務  

    従業員の住宅資金借入債務に係る連帯保証債務  

                 528,438千円 



  

第２四半期累計期間 

 
  

第２四半期会計期間  

 
  

  

 
  

(四半期損益計算書関係) 

 

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費で主なもの 

   研究開発費                     532,110千円 

  

※２ 当第２四半期累計期間における税金費用について 

   は、四半期財務諸表の作成に特有の会計処理により 

   計算しているため、法人税等調整額は、「法人税、 

   住民税及び事業税」に含めて表示しております。

当第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月1日  

   至 平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費で主なもの  

   研究開発費                     272,745千円  

  

※２ 当第２四半期会計期間における税金費用について 

   は、四半期財務諸表の作成に特有の会計処理により 

   計算しているため、法人税等調整額は、「法人税、 

   住民税及び事業税」に含めて表示しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年９月30日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期末残高と四半

期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  現金及び預金 355,753千円

  現金及び現金同等物 355,753千円



  

  
当第２四半期会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自平成20年４月1日 至平成20年

９月30日) 

  

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

 
  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

        該当事項はありません。 

  

     所有権移転外ファイナンス・リースについて、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理 

    を行っており、前事業年度末に比べてリース取引残高に著しい変動はありません。 

  

     有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額について、前事業年度末と比べて著しい変動 

   はありません。 

  

   デリバティブ取引の契約額その他の金額について、前事業年度末と比べて著しい変動はありま 

   せん。 

  

(株主資本等関係)

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 36,800,000

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 1,045

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月22日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,655,957 45.0 平成20年３月31日 平成20年６月４日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年10月29日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,471,958 40.0 平成20年９月30日 平成20年11月28日

(リース取引関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)



  

   該当事項はありません。 

  

     該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係)

(持分法損益等)



  

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期累計期間 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日)

前事業年度末 
(平成20年３月31日)

1,250.43円 1,148.77円

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月1日  
 至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 147.41円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

項目
当第２四半期累計期間
(自 平成20年４月1日  
 至 平成20年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 5,424,493

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 5,424,493

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,798,988



  
第２四半期会計期間 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

   該当事項はありません。 

  

第12期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年10月29日開催の取

締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額                  1,471百万円 

② １株当たりの金額                        40円 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成20年11月28日 

  

当第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月 1日  
 至   平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 63.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円

項目
当第２四半期会計期間
(自 平成20年７月 1日 
 至 平成20年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 2,343,691

普通株主に帰属しない金額(千万円) －

普通株式に係る四半期純利益(千万円) 2,343,691

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,798,958

(重要な後発事象)

２【その他】



      該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成２０年１１月７日

株式会社大阪チタニウムテクノロジーズ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社大阪チタニウムテクノロジーズの平成20年４月1日から平成21年３月31日までの第12期事業年度の第

２四半期会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年４月１

日から平成20年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及

び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大阪チタニウムテクノロジーズの平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並

びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

 
公認会計士  新  免  和  久  印

指定社員 
業務執行社員

 
公認会計士  中  田     明  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。


